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は じ め に
⑴ 本稿は，国際法上の裁判拒否 (denial of justice) と国内救済完了原





























































































































































































立命館法学 2014 年 4号（356号)
312 ( )1432

















































































































































































































































































人の人身及び財産に生じた損害による国の国際責任」 5 条 3 項76)で，「裁
























































ICSID) の2003年の Loewen 事件裁定83)である。


















仲裁裁判所は Loewen 社の請求を退けた。裁判所は，Loewen 社の裁判







の判決，並びに Jennings 及び Watts，Freeman，Crawford 並びに













































































































いうことはできないという。ICSID の Saipem 株式会社事件裁定（2009
年)96) を引用しつつ，同じ司法の行為が，終局性要件のために裁判拒否
は認定されないが，違法な収用であると認定される結果は合理的でないと







































































































































リー電子工業株式会社事件（以下 ELSI 事件）判決，ICJ Reports 1989, p.46, para.59. Cf.
J.R. Crawford and T.D. Grant, Local Remedies, Exhaustion of, in R.Wolfrum (ed.), The Max
Planck Encyclopedia of Public International Law (2012), vol.6, p.895.
4) Yearbook of the International Law Commission (hereinafter ILC Yearbook), 2001, vol.2,
part 2, p.120. 本条文は国連総会によってテーク・ノートされた（外交的保護条文も同様
である）。
5) Report of the International Law Commission, Fifty-eighth session, UN Doc. A/61/10
(2006), p.22.
6) また，14条 2 項で，国内救済とは「被害の発生に責任があると主張された国の，通常の
ものであるか特別のものであるかを問わず，司法的または行政的な裁判所または機関にお
ける，被害を受けた者に開かれた法的救済手段」を意味すると規定する。A/61/10, p.70.
7) インターハンデル事件判決，ICJ Reports 1959, p.28.
8) ELSI 事件判決，ICJ Reports 1989, p.42, paras.49, 50 and 58-59. また，この原則が受理
可能性の事項であることを明示したものとして，逮捕状事件判決，ICJ Reports 2002, p.18,
para.40.
9) ICJ Reports 1959, p.28. また，この意義を強調するものとして，C.F. Amerasinghe,
Local Remedies in International Law, 2nd ed. (2004), p.56.
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10) E.M. Borchard, The Diplomatic Protection of Citizens Abroad (1915), p.817.





という。C. de Visscher, Le déni de justice en droit international, Recueils de Cours de l’
Académie de droit international de La Haye (hereinafter RCADI), vol.52 (1935), p.422.
12) Borchard, Diplomatic Protection, p.817.
13) Freeman, op.cit., p.416.
14) I. Brownlie, Principles of Public International Law, 7th ed.(2008), p.497.
15) International Law Association (hereinafter ILA), International Committee on Diplomatic
Protection of Persons and Property, Final Report, in ILA, Report of the Seventy-Second
Conference (2006), p.361, para.34.
16) Brownlie, op.cit., p.497. 内部の事項について外部からの介入を嫌う人間の性向により，
内部での解決に委ねる方が有効であるという政策的理由を挙げるものとして，D.R.
Mummery, The Content of the Duty to Exhaust Local Judicial Remedies, American Journal
of International Law (hereinafter AJIL), vol.58 (1964), p.390.
17) Borchard, Diplomatic Protection, p.817.
18) ブルガリア上空でのイスラエル航空機の撃墜に関する，国際司法裁判所の航空機事件に
おけるイスラエルの主張に由来する。ICJ Pleadings, Aerial Incident of 27 July 1955, p.531.
学説では，T. Meron, The Incidence of the Rule of Exhaustion of Local Remedies, British
Yearbook of International Law (hereinafter BYIL), 1959, p.94 ; C. H.P. Law, The Local
Remedies Rule in International Law (1961), p.104 ; Amerasinghe, op.cit., p.168.
19) 例えば，常設国際司法裁判所のパネベジス・サルヅチスキス鉄道事件判決（1939年。
PCIJ Series A/B, no.76) は，私人の所有する財産が領域国内に所在する事案であり，イン
ターハンデル事件判決も，「そこで違反が起きた国」と場所を強調しているものの，事案
は居住とは異なる事案である。アンバティエロス事件仲裁判決（1956年。Report of
International Arbitral Awards (hereinafter RIAA), vol.12, p.83) は，私人が外国と締結した
契約に関する事案であった。国債の購入も同様に考えられ，ノルウェー公債事件でノル
ウェーは，国内救済完了原則の適用を主張した。ICJ Pleadings, Case of certain Norwegian
Loans (France v. Norway) , vol.2, p.156.
20) Brownlie は，この原則の根拠の一つとして，外国人が，被請求国と任意の関係を持つ
ことによって，危険を引き受けたのだとも説明している。Brownlie, op.cit., pp.497 and
501.
21) A/61/10, p.76.
22) Commentary toArticle 15, paras.7-10, ibid., p.81. 特別報告者 Dugard は，彼の草案14条
⒞で任意の関係を欠く場合を，14条⒟で「領域的関係」を欠く場合を例外事由としてい
た。そして，ILC の挙げる事例のほかに，駐留する外国軍隊の兵士による領域国国民の殺
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害，及び被請求国が国境を越えて他国の国民を誘拐した事例を挙げている。J.R. Dugard,













Article 15, para.7, A/61/10, p.80. しかし，この理解は，私人の被害一般に対するこの原則
の一般的適用可能性を前提として，不合理または負担である場合に適用されないと解釈さ
れる危険をはらむものである。参照，ILC の審議における Xue の発言，ILC Yearbook,
2002, vol.1, p.49, para.67. 任意の関係の存在は原則の例外に関わるのではなく，原則の基
礎または前提であるとの指摘もあった。例えば，Brownlie, ibid., p.7, para.23 ; Xue, ibid., p.
39, para.30 and p.49, para.66 ; Simma, ibid., p.40, para.35 ; Sreenivasa Rao, ibid., p.44, para.19.
国家責任条文の第 1読草案の特別報告者 Ago は，後述する独自の実体説の立場から，
国内救済原則を領域や任意の関係によって制限する立場は根拠を欠き，外国人の待遇に関
する義務の違反であれば，それらに関係なく完了原則が妥当すると述べた。R. Ago, Sixth
report on State responsibility, ILC Yearbook, 1977, vol.2, part 1, p.36, paras.93-100. 第一読
草案は実行に委ねる姿勢をとった。Ibid., part 2, p.44, para.40. 航空機の撃墜や国境を越
えた誘拐の事例は，非実効性の例外でカバーされるとの見解もある。J. Kokott, Interim
Report on“The Exhaustion of Local Remedies”, ILA, Report of the Sixty-Ninth Conference
(2000), p.615. また，ILC の審議では単なる旅行者や途中降機，難民としての領域の所在
あるいはインターネットを任意の関係とみなすことに反対する意見もあった。例えば，
Escarameia, ILC Yearbook, 2002, vol.1, p.36, para.4 ; Koskenniemi, ibid., p.39, para.22 ;
Simma, ibid., p.40, para.35 ; Mansﬁeld, ibid., p.46, para.38 ; Brownlie, ibid., p.47, para.52.
なお，国家がいわゆる直接損害を受けた場合（被害を受けた外国人が請求国の外交使節
の一員である場合など）も，外交的保護の本質に由来する例外である。
24) そのことを端的に示す言葉として，米国の Fish 国務長官の「外国における請求者は，
尽くすべき正義がない場合には，当該国で正義を尽くすことを要求されない」が引かれ
る。J.B. Moore, Digest of International Law (1906), vol.6, p.677. Eagleton も「裁判拒否が
明らかになるまで国内救済が追求されなければならない」と述べた。C. Eagleton, The
Responsibility of States in International Law (1928), p.113.
25) Amerasinghe, op.cit., p.91.
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26) Mummery, op.cit., p.412.
27) Visscher は，この点を明らかにして裁判拒否と国内救済原則を区別した。Visscher, op.
cit., p.421. 同旨，Freeman, op.cit., pp.407 and 410.
28) 詳細は，加藤信行「国内的救済原則に関する一考察(一)(二)(三)(四)」北海学園法学23
巻 1号（1987年） 1頁，23巻 3号（1988年）349頁，24巻 1号（1988年） 1頁，25巻 3号
（1990年）499頁。
29) Amerasinghe, op.cit., p.387. 国内手続を完了しても救済が得られなかった事実は，責任




る賠償の請求も提起されえないとする。Annuaire l’ Institut de droit international
(hereinafter AIDI), 1927, vol.3, p.331. 審議において，手続説に立つ Séfériadès, d’Erlach
及びJacquemynsらの主張 (Ibid., p.157) でこのような文言に修正された。また，同学会の
1956年の国内救済完了原則に関する決議でも，被請求国の法秩序が訴えの手段を提供して
いる場合，当該手段が完了されない限り，国民の人身または財産に対する被害が国際法違
反であるとの本国の請求は受理しえない (irrecevable) とした。AIDI, 1956, p.358. 2006
年の国際法協会（以下 ILA) の決議「人及び財産の外交的保護」の「国内的救済の完了」







る。J.R. Dugard, Second report on diplomatic protection, ILC Yearbook, 2001, vol.2, part 1,
p.107, para.33. Amerasinghe は，国際裁判における国内救済未完了の主張が，実体であ
れば本案の問題として，手続であれば先決的抗弁として扱われることも付け加える。
Amerasinghe, op.cit., p.397. Cf. バルセロナ・トラクション電力会社事件先決的抗弁判決
Morelli 裁判官反対意見，ICJ Reports 1964, p.114. また，損害の評価や金銭賠償の利息の
算定への影響を指摘するものとして，1961年の Sohn 及び Baxter による「外国人への被
害に対する国の国際責任に関する条約案」（以下，1961年の Harvard Law School 草案），
F.V. García-Amador, L.B. Sohn and R.R. Baxter, Recent Codiﬁcation of the Law of State
Responsibility for Injuries of Aliens (1974), p.156.
30) ハーグ法典編纂会議では実体説の立場をとる国が多数であったとされる。Ago, Sixth
report, paras.55-56. が，こうした見方は正確でないとされる。加藤・前掲論文㈠ 8頁。
万国国際法学会の報告者であった Strisower は，慣習法上，被害者が国内救済を追求して
いる間は義務違反も責任も生じないと述べた。AIDI, 1927, vol.1, pp.492 and 552.
31) 国の自身の法体系内で被害を是正する権利を強調して実体説を主張するものとして，D.
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P. O’Connell, International Law (1970), vol.2, p.1053. Gaja は，外交的保護と責任の一致を
前提に，責任は違法性のみを要素とすること，及び外交的保護が自国民の被害の賠償だけ
でなく，行為義務の履行を求めるものであるとして，国内救済の完了は違法性（正確には
行為義務）の要素であると主張する。G. Gaja, L’esaurimento dei ricorsi interni nel diritto











Aspect of the International Responsibility of States, Zeitschrift für auslandisches
öffentliches Recht und Völkerrecht, vol.1 (1929), p.236. しかし，これらの理由は後の学説
からは支持されていない。例えば，J.E.S. Fawcett, The Exhaustion of Local Remedies :
Substance or Procedure?, BYIL, 1954, p.452.
32) Ago案22条，Ago, Sixth report, p.43. ILCによって第 1読草案22条として暫定的に採択
された。ILC Yearbook, 1977, vol.2, part 2, p.30. 彼はこのような違法行為を複数の行為に
よって生じる「複合的違法行為」であると述べた。R. Ago, Le délit international, RCADI,
vol.68 (1929-II), p.514. Ago の説は，被請求国が国内手続を通じて請求者に賠償を付与す
る二次的義務の違反を問題にして，外国人への加害を禁止する本来の義務の違反を軽視す
ることになると批判するものとして，Amerasinghe, op.cit., p.393. ｢行為の義務」とされ
る義務にも国内救済原則が適用されることを指摘するものとして，E. Jiménez de




33) Fawcett, op.cit., p.454. この見解を支持するものとして，Brownlie, op.cit., p.493. 万国
国際法学会の審議で同様の見解を示したものとして，Castberg, AIDI, 1954, vol.1, p.63.
34) Dugard は，国民の被害が国内法及び国際法の両方に違反する場合は国内救済完了が手
続的条件であるとする12条と，例外として，国内法違反のみである被害の場合は裁判拒否









règle de l’épuisement des recours internes, Rapport déﬁnitif, AIDI, 1954, vol.1, p.112 ;








体的条件であるという。C.T. Eustathiadès, La responsabilité international de l’état pour les
actes des organes judiciaires et le problème du déni de justice en droit international (1936),
vol.2, p.331. 同様に，国内救済の対象が公務員の行為か私人の行為かによって責任の追及
の条件か責任の淵源かを区別するものとして，Eagleton, The Responsibility of States, p.98.
37) 前述した国際司法裁判所の判決のほか，常設国際司法裁判所は，すでに国内救済未完了
の主張を先決的抗弁として扱っていた。例えば，パネベジス・サルヅチスキス鉄道事件判
決，PCIJ Series A/B, no.76, p.22. 宣言の日以降の事実から生じる紛争を対象とする強制
管轄権受託宣言について，宣言後の終局判決（当事国は裁判拒否であると主張した）では
なく宣言前の最初の行為で時間的管轄権を判断した，1938年のモロッコ燐酸塩事件判決
(Ibid., no.74, p.28) も，手続説をとったものと解される。他の判決については，参照，
Amerasinghe, op.cit., p.413. 仲裁判決では，アンバティエロス事件仲裁判決，RIAA, vol.
12, p.118. また，フィンランド船主事件仲裁判決（1934年）は，事後の「裁判拒否」では
なく，船舶の没収という最初の違反を問題にして，実体説を明示的に否定した上で，救済
完了まで本国は外交的請求をなす権利を持たないと判示した。Ibid., vol.3, p.1488. 他方
で，実体説の立場からは，実体的問題を手続規則の中で扱うことも可能であるとの反論も
ある。Cf. ILC における Pellet の発言，ILC Yearbook, 2002, vol.1, p.9, para.35. 国籍継続の
原則に関して，Gaja, op.cit., p.18. また，国内救済原則の放棄が認められることは，責任
の基準を引き下げることに同意しただけであって，手続説の根拠にならないと指摘するも
のとして，Simma の発言，ILC Yearbook, 2002, vol.1, p.7, para.25.




られるのだと主張した。J.H.W. Verzijl, La règle de l’épuisement des recours internes,
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(AIDI, 1954, p.55) を，Verzijl は，政治的便宜とする立場から批判している。Verzijl,





るという。Eagleton, The Responsibility of States, p.95. 礼譲の原則と述べるものとして，
Fawcett, op.cit., p.456.
39) Cf. J.H.W. Verzijl, International Law in Historical Perspective, part VI (1973), p.629. 1961
年の Harvard Law School 草案は，実体説は，最初の被害と国内救済の完了が複合して責
任が生じるとするのは複雑であり，賠償がなされるのは私人の最初の被害に対してである
という現実に適合しないという。García-Amador et al., op.cit., p.155.
40) Amerasinghe, op.cit., p.391. 万国国際法学会でのVerzijl の決議案に対しても，同様に，
国際違法行為が発生していないので国内的救済原則または外交的保護の問題は生じないと
の指摘がなされた。Bourquin, AIDI, 1954, vol.1, p.48 ; Salvioli, ibid., p.77 ; Ross, AIDI, 1956,
p.21 ; Guggenheim, ibid., p.33 ; Rolin, ibid., p.43.
41) Bourquin, AIDI, 1954, vol.1, p.52. 最初の独立した違法行為があるがゆえに外交的保護の
対象となると述べるものとして，Ross, ibid., 1956, p.21.
42) Pellet, ILC Yearbook, 2002, vol.1, p.8, paras.27-28 ; Brownlie, ibid., p.15, para.25 ; Opertti
Bade, ibid., p.15, para.26 ; Chee, ibid., p.45, para.31. 万国国際法学会の1956年決議の審議で








ものとして，Visscher, op.cit., p.430. なお，Ago の義務の分類論においては，外国人の人
身または財産に対する被害を防止するため注意を払う義務は，代替的結果の達成によって
履行が認められる「結果の義務」であって，当初の防止の欠如に対して，賠償の支払いに
よって義務を履行したことになるとされていた。Ago, Seventh report, p.12, para.23. 賠償
の付与をもって義務の履行とする点で注目されるが，義務の理解として正確であるとはい
えない。
44) ILC の外交的保護条文の審議における Pellet の発言，ILC Yearbook, 2002, vol.1, p.8,
paras.27-28. 彼は，裁判拒否の定義に議論があることも関連づけるべきでない理由とし
て挙げた。同旨，Xue, ibid., p.22, para.38.





cit., p.430 ; Amerasinghe, op.cit., pp.98 and 107. この種の契約の違反も，裁判拒否が発生
すれば国際法違反となるとの議論がある（例えば，1961年の Harvard Law School 草案，
García-Amador et al., op.cit., p.222) が，裁判拒否は独立の違法行為であって，契約違反の
問題とは直接関連しない。




49) Visscher, op.cit., p.427.
50) Freeman は，この場合の裁判拒否は最初の違法行為の確認に過ぎないという。
Freeman, op.cit., p.409. 実際，裁判拒否に対する賠償の評価の困難さを考えると (Cf. J.
Paulsson, Denial of Justice in International Law (2005), p.207），最初の国際違法行為による
損害から区別された，裁判拒否による損害を評価できないのであれば，この種の責任競合
の事例で，裁判拒否を独自の責任の根拠として観念する実益は乏しい。
51) Amerasinghe, op.cit., p.100.
52) Cf. Visscher, op.cit., p.427.
53) Fitzmaurice, op.cit., p.96 ; Visscher, op.cit., p.427 ; Amerasinghe, op.cit., p.100.
54) Ibid., p.97.
55) C. Eagleton, Denial of Justice in International Law, AJIL, vol.22 (1928), p.538. 詳細は，拙
稿「裁判拒否」560頁参照。「裁判拒否」を国内救済の失敗に終わった完了とする用語法は
現在も散見されるが，適切なものとはいえない。
56) Freeman は，Scelle の国家の「二重の機能」の議論を参照して，国の司法府は，委任
されたコントロールの行使を許されると同時に，国際法を執行して外国人の権利の司法的
保護を提供しなければならないと述べた。Freeman, op.cit., p.408. 万国国際法学会でも，
「二重の機能」論に基づいて，国内救済原則は，被請求国と請求国との国際法の実施の権
限の分配の規則であって，被請求国の司法機関は国際法の機関として救済を付与しなけれ
ばならないとの見方が示された。Bourquin, AIDI, 1954, vol.1, p.52 ; Scelle, ibid., p.80 ;
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権条約における国内救済完了について，Amerasinghe, op.cit., p.64.
58) Fitzmaurice, op.cit., p.96. 逆に言えば，完了原則の適用において，救済を拒否する判決
が「明白に不正」であることまで証明される必要はない。Amerasinghe, op.cit., p.98.
59) Reproduced at ILC Yearbook, 1956, vol.2, p.225. このように裁判拒否を国内救済原則の
例外として位置づけたものとして，第 7回米州諸国国際会議（1933年）の決議「国の国際
責任」 3項，reproduced at ibid., p.226 ; ILC に提出された García-Amador改訂草案18条 3
項，F.V. García-Amador, International Responsibility : Sixth report, ILC Yearbook, 1961,
vol.2, p.48.
60) ICJ Reports 1952, p.33.
61) ICJ Pleadings, Anglo-Iranian Oil co. case (United Kingdom v. Iran) , pp.122 and 304.
62) 詳細は，E. Jiménez de Aréchaga, International Responsibility of States for Acts of the
Judiciary, in W. Friedmann, L. Henkin and O. Lissitzyn (eds.), Transnational Law in a






係していたので，必ずしも可能ではないという。Dugard, Third report, p.56, paras.21 and
26.
64) Dugard は，15条⒜の原案として，国内救済が「明白に無益である (obviously futile)｣
場合，「成功のいかなる合理的な見込みも提供しない」場合，及び「実効的救済
(effective remedy) のいかなる合理的な可能性も与えない」場合の三つの選択肢を示して




能性をカバーしたものにするために現行の定式となった。Commentary to Article 15,
paras.2-3, A/61/10, p.78.












が可能であるとの反対もあった（例えば，Pellet, ILC Yearbook, 2002, vol.1, p.37, para.13 ;
Momtaz, ibid., p.44, para.23) が，犯罪集団などの非国家主体による訴訟妨害を念頭に置く




いる。Commentary to Article15, para.11, A/61/10, p.83.
67) 不当な遅延について，Amerasinghe, op.cit., p.210. ILC において不当な遅延の規定も明
白な妨害の規定も，現在の15条⒜に含まれるので不必要であると指摘するものとして，
Gaja, ILC Yearbook, 2002, vol.1, p.20, paras.18-19 ; Pellet, ibid., p.36, paras.8 and 12.
68) 司法の独立の欠如の事例として挙げられた Brown事件（1923年。RIAA, vol.6, p.129) は
裁判拒否の事例でもある。他方で，国有化法のように，当初の違法行為が国内法令に基づ
くもので，裁判所が当該法令を審査しえない場合は，法令自体が（裁判拒否ではない）違





う。Verzijl, Exposé préliminaire, p.28 ; Rapport déﬁnitif, p.98.
69) ILC が例として挙げる，英国・メキシコ請求権委員会の1931年 6月18日の El Oro 鉱業
鉄道株式会社事件判決 (RIAA, vol.5, p.191) は，国内救済の完了を不要にすると判断され
たのと同じ不当な遅延が裁判拒否であるとも認定された例である。また，Dugard の原案
（14条⒠）は，「被請求国が……不当な遅延に責任を負う場合」との定式で，国際違法行為
であることを明示していた。Dugard, Third report, p.70. Tomka は，国内救済原則は国
に被害を是正する機会を与えるものであり，不必要に国内手続を遅延させた場合は，この
利益は得られないとこの例外を説明する。ILC Yearbook, 2002, vol.1, p.48, para.64.





して本案に進む前に判断される可能性が高い。Cf. A. Zimmermann et al., The Statute of
the International Court of Justice : A Commentary (2006), p.1034.




あるという。Amerasinghe, op.cit., pp.62 and 200.
72) Mummeryは，フィンランド船主事件仲裁判決が，英国において国内救済のさらなる追
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求は無益であると判示しつつ，それが裁判拒否であるとは言及しなかったことを例に，両
者の趣旨の違いを説明している。Mummery, op.cit., p.412. 同様に，国内救済原則の例外
が被請求国の裁判拒否の責任を伴うわけではないことを指摘するものとして，




きであると指摘するものとして，Bourquin, AIDI, 1954, vol.1, p.57. ｢裁判拒否」には組織
的なものと機能的なもの（裁判官による不公正な判決など）の二種類に区別され，前者に




74) Visscher, op.cit., p.381 ; Freeman, op.cit., p.436.
75) (外国人の）合理的な弁護人が救済手段が実効的でないことを予見できたか否かの基準
を提示するものとして，Amerasinghe, op.cit., p.291.
76) AIDI, 1927, vol.3, p.331.
77) Strisower の最初の案では，「国の裁判所が，その構成によってまたは確実な経験に
よって，善良な司法を獲得するために不可欠な保障を提供しない場合」とされていた。
AIDI, 1927, vol.1, pp.477 and 558. 審議において，Alvarez は，この規定の削除を主張し
た。すなわち，この規定は，裁判がなされる際の欠陥ある条件を規定しているが，それは
不利な判決が下されてはじめて外国人に損害が生じるので，不必要であるという。Ibid.,
vol.3, p.124. Nolde も，裁判所が保障を提供しないことは，判決が存在することによって
確認される。裁判拒否を訴えるためには判決が存在しなければならない。欠陥ある裁判所





78) ハーグ会議の準備委員会の議論の基礎第 6 は，「国は，司法の適切な運営に不可欠な保
障を提供しないことを示すほど，重大な過失によって損なわれた手続に裁判所が従った及
び判決を下した結果として，外国人が受けた損害に責任を負う」と規定した (Repro-
duced at ILC Yearbook, 1956, vol.2, p.223) が，この定式は抽象的な裁判拒否を否定する趣
旨であった。そして，第 3 委員会での議論でも，多くの政府代表が否定したという。
Visscher, op.cit., p.418. なお，Freeman は，つねに判決の存在を要求するこの定式化も
正確ではないという。Freeman, op.cit., p.436.
もっとも，Visscher は，被請求国の法令が救済手段を提供していない場合は，抽象的






















80) Fitzmaurice, op. cit., p.59 ; Visscher, op. cit., pp.423 and 427 ; Law, op. cit., p.34 ; A.A.
CançadoTrindade,Denial of Justice and its Relationship to Exhaustion of Local Remedies in
International Law, Philippine Law Journal, vol.53 (1978), p.407 ; Amerasinghe, op.cit., pp.98
and 732. Dugard 案13条第 2 文は，外国人が国内法違反に対する救済を求める手続にお
いて裁判拒否があった場合に，外国人は利用可能なさらなる国内救済を尽くさなければな
らないとしていた。Dugard によれば，国際法違反からの救済を求める過程で裁判拒否が




は適用されているという。Amerasinghe, op.cit., p.391. 外交的保護条文の審議において
Pellet は，それ自体国際法違反でない被害に対する国内裁判が最高裁による裁判拒否に
よって確定した場合に，国内救済原則は適用されるが，もはや救済は不可能であるので，





83) The Loewen Group Inc. et al. v. United States of America, Award, International Legal
Materials (hereinafter ILM), vol.42 (2003), p.811.
84) Ibid., p.834, paras.142-171 and 207-217. 仲裁裁判所は，NAFTA 1105条に規定する，締









Gathright,A Step in theWrongDirection :The Loewen Finality Requirement and the Local
Remedies Rule in NAFTA Chapter Eleven, Emory Law Journal, vol.54 (2005), p.1102 ;
Paulsson, op.cit., p.103, n.12. また，裁定が終局性要件と完了原則の目的が異なるとしてい
る点について，同事件管轄権決定の判示（2001年。ICSID Reports, vol.7, p.434, para.71) と
の整合性を保つために過ぎず，前者の目的は後者と同一であると指摘される。Paulsson,
op.cit., p.105.
85) Ibid., pp.100 and 107. Greenwood も，裁判拒否は司法体系の欠陥であり，国が外国人
に負っているのは公正，衡平なかつ差別的でない待遇を付与する司法体系を提供すること
であって，下級裁判所による欠陥ある決定は，是正する利用可能な上訴の手段がある限
り，国際義務の違反ではないという。C. Greenwood, State Responsibility for the Decisions
of National Courts, in M. Fitzmaurice and D. Sarooshi (eds.), Issues of State Responsibility
before International Judicial Institutions (2004), p.61.
86) ILC Yearbook, 1998, vol.2, part 1, p.124, para.3.
87) J. Crawford, Second report on State responsibility, ibid., 1999, vol.2, part 1, p.26, para.75.
88) Greenwood, op.cit., p.66.
89) T.W.Wälde, Denial of Justice : A Review Comment on Jan Paulsson, Denial of Justice in
International Law, ICSID Review : Foreign Investment Law Journal, vol.21 (2006), p.465.
90) A.K. Bjorklund, Reconciling State Responsibility and Investor Protection in Denial of
Justice Claims, Virginia Journal of International Law, vol.45 (2005), p.858. Sattorova は，
行政府の行為についても行政体系の確保を要求されているとも考えられるとして，司法府
の行為を区別することを批判する。M. Sattorova, Denial of Justice Disguised? Investment
Arbitration and the Protection of Foreign Investors from JudicialMisconduct, International
and Comparative Law Quarterly, vol.61 (2012), p.230.
91) C. McLachlan, L. Shore and M. Weiniger, International Investment Arbitration :
Substantive Principles (2007), p.232. 国内救済原則の実体説の理由として，それが下級公
務員の行為の国への帰属の条件として必要であることを挙げた Borchard の議論は，当該
行為が直接に国に帰属するがゆえに認められていないことが想起される。
92) Gathright, op.cit., p.1116.
93) Sattorova, op.cit., p.228. Wallace は，国内救済完了原則は，かつては武力の行使，その
後は外交的保護権行使による外交的緊張を防ぐ役割があったが，二国間投資保護協定の時
代に維持しなければならない必要性はないと主張する。D.Wallace, Jr., Fair and Equitable
Treatment and Denial of Justice : Loewen v. US and Chattin v. Mexico, in T. Weiler (ed.),
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International Investment Law and Arbitration : Leading Cases from the ICSID, NAFTA,









と判示された。ILM, vol.48 (2009), p.999.
97) Sattorova, op.cit., p.230. また，エネルギー憲章条約10条12項など投資条約上の，投資
に関する訴えを主張し権利を実施する実効的手段を提供する義務の内容に裁判拒否の禁止
との重複を認めつつも，それに終局性要件を適用しない近年の判例の立場（例えば，
Chevron Corporation and Texaco Petroleum Company v. Ecuador, Partial Award on
Merits (2010), paras.242 and 321) によって，裁判拒否のそれが無意味になることも指摘し
ている。
98) Wallace, op.cit., p.683. 裁判拒否と国内救済原則は結合していないと判示した同じ
NAFTA 第11章下の仲裁である Mondev International 株式会社事件裁定（2002年。ILM,
vol.42 (2003), p.103, para.96) と整合しないとの批判もある。Crawford and Grant, op.cit., p.
904, para.41.
99) 米国・メキシコ請求委員会の Jennings，Laughland 社事件判決は，「裁判長は，いかな
る政府も……上級裁判所から正義を得る試みが何であれなされない場合に，下級司法公務
員の非行に対して責任を負うとは考えない」と述べた。J.B. Moore, History and Digest of




claims settlement under the agreement of december 24, 1923, and supplemental agreements
between the United States and Turkey (1937), p.599. より近年では，イラン・米国請求権裁
判所の Texas 油田事件裁定（1986年）が，下級裁判所による請求者の財産の収用の命令
について，請求者が命令をイランにおいて争うことが不可能であることを考慮して，イラン
の責任を認定した。Iran-United States Claims Tribunal Reports, vol.12, p.308. Greenwood
は，同裁判所では国内救済原則が放棄されていたことを理由に，判示は実体的な終局性要
件の認定であると解する。Greenwood, op.cit., p.65. 他方で，Gathright は，明示的に認
めているわけではないとして，そのような解釈に反対する。Gathright, op.cit., p.1107. こ
れらの先例に対して，Trindade は，裁判拒否に対しても国内救済原則を適用した判決が
あるという。Trindade, op.cit., p.407. 挙げられているのは，英国・ベネズエラ混合請求
委員会の Puerto Cabello 及び Valencia 鉄道事件判決（1903年），RIAA, vol.9, p.527 ; イタ
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リア・ベネズエラ混合請求委員会の De Caro 事件判決（1903年），ibid., vol.10, p.643.
学説も同様で，終局性要件を認める論者として Freeman が参照される。彼は「裁判拒
否に基づくいかなる請求も下級裁判所の決定には基づかせられない」と述べて，その旨の


















101) Jiménez de Aréchaga, International Law, p.282.
102) この三つの条件は，バルセロナ・トラクション事件におけるスペインの主張に由来す





Memorial of the Spanish Government, I.C.J. Pleadings, Barcelona Traction, Light and
Power Company, Limited (New Application : 1962) , vol.4, p.507, para.106. スペインは終
局性要件の根拠を米国・メキシコ請求委員会の Ada事件判決 (Moore, History, p.3143) に
求めているが，この事件も国内救済原則適用の事例にみえる。
103) 判決について，過誤が上訴によって救済されないで，条約違反または文明国の司法の基
準に反するほど明白に不当な場合に国の責任が生じると述べる。R. Jennings and A.
Watts, Oppenheim’s International Law, 9th ed. (1996), vol.1, p.544.
104) B. Vitányi, International Responsibility of States for the Administration of Justice,
Netherland International Law Review, vol.22 (1975), p.155. Adedeも，実体的裁判拒否を，
外国人が「不当でかつそれに対するいかなる現地の救済の手段もない判決を受ける」場合
として定義する。A.O. Adede, A Fresh Look at the Meaning of the Doctrine of Denial of
裁判拒否と国内救済完了原則との関係（湯山)
347 ( )1467
Justice under International Law, Canadian Yearbook of International Law, 1976, p.87.
105) Fitzmaurice, op.cit., p.112. 参照，拙稿「裁判拒否」578頁。
106) Visscher, op.cit., p.395.
107) 国内法の適用過誤による責任は，実体的裁判拒否に限られるとはいえず，手続上の事項
についてもありうる。1961年の Harvard Law School 草案 5 条 1 項⒜及び 6条⒜は，外国
人の逮捕及び裁判所へのアクセスの拒否が国内法の明白かつ差別的な違反である場合に違
法とする。García-Amador et al., op.cit., pp.179 and 186. 米州国際法協会の「外交的保護」
（1925年） 4 条は，裁判拒否の類型の中で，手続的裁判拒否についてのみ，さらなる上訴




108) Cf. Sattorova, op.cit., p.229.
109) 拙稿「相当の注意(二)」59頁。義務の分類の一つであって，国家責任条文14条 3 項に
残った「特定事態発生防止の義務」に関して，参照，拙稿「判例研究・ジェノサイド条約
適用事件( 3・完)」立命館法学342号（2012年）507頁。
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